
　そして、計画の推進にあたっては、区や民生委員児童委員のほか、大田区
社会福祉協議会や、他の社会福祉法人にも中心的な役割を果たしていくこと
が期待されています。

第２章　大田区地域福祉活動計画の枠組み

第5次計画

平成28年度
から

平成32年度

　地域福祉活動計画は、社会福祉協議会が呼びかけて、地域住民、地域に
おいて社会福祉に関する活動や社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）
に従事する人々等が協力して、地域福祉を推進することを目的としています。
　第5次計画は、「大田区地域福祉計画」との整合性を図りながら、地域福
祉活動の充実を図ってまいります。なお、「大田区地域福祉活動計画」は、従
来から愛称として「リボン計画」と称しています。

　1．第5次計画の位置付け

　第5次計画は、平成28年から平成32年度までの5年間の計画です。

　2．第5次計画の期間

（１）第4次計画における取り組み
①第4次計画の概要
　平成20年に厚生労働省から、「これからの地域福祉のあり方に関する研
究会報告書」が発表され、社会福祉協議会が「新しい地域福祉」の推進に積
極的な役割を果たすべき旨が示されました。
　同報告書で示された方向性を踏まえて、平成23年度からスタートした第
4次計画では、「みんなでつくる　支えあいのまち　おおた」を掲げて、次の
ような4つの目標を設定して進めて行くことといたしました。

　3．第4次計画における取り組みとその成果

≫基　本　理　念≪

ともに支えあい　地域力ではぐくむ　安心して暮らせるまち

○ 基本目標１　地域づくり（支えあう地域をつくります）

○ 基本目標２　人づくり（地域福祉を担う人を育てます）

○ 基本目標３　基盤づくり（地域福祉を進める基盤をつくります）

（２）大田区地域福祉計画
①「地域福祉計画」について
　大田区地域福祉計画は、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ
とができるようにするため、区民や自治会町会、ＮＰＯなどの地域活動団体、
事業者の参加を得ながら、身近な相談の場、生活面の支援、地域活動に取り
組む団体等の連携体制の構築など、地域の支えあい・助けあいのしくみづく
り（地域福祉）を進めていくことを目的として、平成26年3月に策定されました。

②計画の位置づけ・期間
　大田区地域福祉計画は、「大田区10か年基本計画  おおた未来プラン10年」
に基づく地域福祉分野の計画であり、「大田区介護保険事業計画」など他の
分野の計画と整合性を持った横断的な計画であるとともに、社会福祉法第
107条に基づく市町村地域福祉計画です。
　この計画の期間は、平成26年度から平成30年度までの5年間となってい
ます。

③大田区地域福祉計画の基本理念・基本目標
　大田区地域福祉計画では、計画の基本理念や基本目標を、次のようにまと
めています。 　　　　　　これまでの経過

第1次計画　平成 8年度から平成12年度

第2次計画　平成13年度から平成17年度

第3次計画　平成18年度から平成22年度

第4次計画　平成23年度から平成27年度
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(ⅱ) 「気づき　つながる　支えあいのまちづくり」
　地域の様々な立場の住民が、日常的に自由に集まる場としての「居場所（住
民交流活動拠点）」の支援、車いすステーションの拡大や、「ふれあい・いき
いきサロン活動」への助成等に努め、地域の中における支えあいの活動の充
実を図りました。

(ⅲ)「安全と安心を実感できるまちづくり」
　大田社協が法人として後見業務を行う「法人後見」や「後見監督」の受任、
弁護士会等専門職団体と連携体制を強化して無料法律相談の拡充等に努
め、権利擁護活動の充実を図りました。

(ⅳ)「計画実現に向けた組織強化」

　ア．組織運営体制　

　第4次計画がスタートした平成23年は、世界的な経済の低迷、東日本大
震災の発生などにより日本の社会は様々な課題に直面し、行財政改革のより
一層の推進が求められました。
　多額の補助金を受けている大田社協としても、事業内容をはじめ人事給与
制度等について、外部委員を招聘して検討委員会で議論を重ね、委員会から
示された答申に基づき、組織改革を進めてまいりました。
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②第4次計画における実績
(ⅰ) 「生きがい・やりがいづくり」
　ボランティア活動の拡大、有償家事援助サービスの推進に努めました。東
日本大震災が起きてからは、災害支援活動への取り組みが活発になり、平成
23年度から24年度では、ボランティア保険加入者が1万人を超えました。
　また、高齢者等の社会参加の機会の創出に向けて、平成24年2月から概
ね55歳以上の方を対象とした「無料職業紹介所」を開設し、職業紹介や就労
に向けた支援を行いました。
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（ⅰ） 生きがい・やりがいづくり
（ⅱ） 気づき　つながる　支えあいのまちづくり
（ⅲ） 安全と安心を実感できるまちづくり
（ⅳ） 計画実現に向けた組織強化
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(ⅱ) 「気づき　つながる　支えあいのまちづくり」
　地域の様々な立場の住民が、日常的に自由に集まる場としての「居場所（住
民交流活動拠点）」の支援、車いすステーションの拡大や、「ふれあい・いき
いきサロン活動」への助成等に努め、地域の中における支えあいの活動の充
実を図りました。

(ⅲ)「安全と安心を実感できるまちづくり」
　大田社協が法人として後見業務を行う「法人後見」や「後見監督」の受任、
弁護士会等専門職団体と連携体制を強化して無料法律相談の拡充等に努
め、権利擁護活動の充実を図りました。

(ⅳ)「計画実現に向けた組織強化」

　ア．組織運営体制　

　第4次計画がスタートした平成23年は、世界的な経済の低迷、東日本大
震災の発生などにより日本の社会は様々な課題に直面し、行財政改革のより
一層の推進が求められました。
　多額の補助金を受けている大田社協としても、事業内容をはじめ人事給与
制度等について、外部委員を招聘して検討委員会で議論を重ね、委員会から
示された答申に基づき、組織改革を進めてまいりました。
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(ⅰ) 「生きがい・やりがいづくり」
　ボランティア活動の拡大、有償家事援助サービスの推進に努めました。東
日本大震災が起きてからは、災害支援活動への取り組みが活発になり、平成
23年度から24年度では、ボランティア保険加入者が1万人を超えました。
　また、高齢者等の社会参加の機会の創出に向けて、平成24年2月から概
ね55歳以上の方を対象とした「無料職業紹介所」を開設し、職業紹介や就労
に向けた支援を行いました。
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　寄附金収入は、平成24年度において、「成年後見活動等に活用してもらい
たい」との主旨で、約1.2億円の遺贈を受けました。ご遺志を尊重して、「権
利擁護事業基金」を設置いたしました。
　また、広報紙を活用した広告収入、会議室利用料の見直し、企業とタイア
ップした贈答品販売等、様々な方法による収入の確保に努めました。

（２）第4次計画の成果と今後に向けた取り組み
①成果について
　第4次計画の成果として、概ね次のような3つが挙げられます。

②今後に向けた取り組み
　1980年代において、環境分野では「持続可能な社会」ということが提唱さ
れるようになりました。その趣旨は「次の世代の負担を大きくさせない」とい
う考え方であり、福祉分野においても「持続可能な福祉社会」という表現が使
われることがあります。
　「持続可能な福祉社会」に向けて地域福祉活動の充実を図っていくために
は、第4次計画の成果を踏まえて、次のような点に留意して検討していくこと
が望まれます。

H23.10 ～
H24.1

H24.4～
H25.12

H24.4～
H25.3

H25.4～
H27.12

経 営 適 正 化
検 討 委 員 会

①収支構造の転換や給与
　体系の是正
②収益性を加味した事業
　計画の策定
③専門機関での組織改革
　推進体制を整備

「給与・人事制度検討特
別委員会」及び「経営・事
業改善検討委員会」を設
置し、それぞれの委員会
で課題を検討する体制を
整備した。

①給与体系の見直しを行
　った23区社協の平均
　的な人件費率を目標と
　する。
②人事評価用シートにつ
　いて

①運用積立金の活用につ
　いて
②事業評価システムの
　構築

①大規模災害等に備えた
　基金と、直接事業資金
　に充てる積立金に分割
　した。

①事業評価システムにつ
　いて
②新しい事業展開につ
　いて

①独自の評価シートを開
　発した。
②「社協のプラットフォー
　ム化」を検討した。

①給与体系では諸手当を
　減額し、人件費の抑制
　に取り組んだ。
②人事評価シートを試行
　して、内容等の改善に
　努めている。

給与・人事制度
検討特別委員会

経営・事業改善
特 別 委 員 会

組 織・経 営
特 別 委 員 会

委員会名 委員会の期間 答申の主な内容 その後の取り組み

　社協活動の基盤は会員からの会費収入です。平成27年度には、自治会町
会からの会費算定方法を見直し、負担の公平性と透明性を向上させました
が、会費収入は全体的には漸減傾向にあります。

イ．財政基盤

　「首都直下地震等による東京の被害想定」（平成24年4月東京都）を参考と
して、大災害発災時における大田社協の業務の継続と早期復旧に向けた「業
務継続計画（ＢＣＰ）」を策定し、必要な訓練等を行ってまいりました。

ウ．非常時における対応

表－4会員会費収入の推移

(ⅰ) 無料職業紹介事業や成年後見業務等の充実により、労働や法
　　律等他の分野の専門機関団体との協力関係が豊かになったこ
　　とで、住民から寄せられる相談に対応できる範囲が広がりました。
(ⅱ) 会費や寄附金、共同募金を活用して、居場所やサロン活動への
　　助成等を行ったことで、住民主体の地域活動の安定的な運営や
　　多様な活動の育成が進みました。
(ⅲ) 社協の事業・経営改革が、検討委員会を通じて専門的な知見
　　を持った住民等の意見が反映する形で、着実に進んでまいりま
　　した。
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表－44会員会費収入の推移
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9.022,300 8,676,800 8,260,000 8,157,500 8,087,000
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　寄附金収入は、平成24年度において、「成年後見活動等に活用してもらい
たい」との主旨で、約1.2億円の遺贈を受けました。ご遺志を尊重して、「権
利擁護事業基金」を設置いたしました。
　また、広報紙を活用した広告収入、会議室利用料の見直し、企業とタイア
ップした贈答品販売等、様々な方法による収入の確保に努めました。

（２）第4次計画の成果と今後に向けた取り組み
①成果について
　第4次計画の成果として、概ね次のような3つが挙げられます。

②今後に向けた取り組み
　1980年代において、環境分野では「持続可能な社会」ということが提唱さ
れるようになりました。その趣旨は「次の世代の負担を大きくさせない」とい
う考え方であり、福祉分野においても「持続可能な福祉社会」という表現が使
われることがあります。
　「持続可能な福祉社会」に向けて地域福祉活動の充実を図っていくために
は、第4次計画の成果を踏まえて、次のような点に留意して検討していくこと
が望まれます。
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　ム化」を検討した。

①給与体系では諸手当を
　減額し、人件費の抑制
　に取り組んだ。
②人事評価シートを試行
　して、内容等の改善に
　努めている。

給与・人事制度
検討特別委員会

経営・事業改善
特 別 委 員 会

組 織・経 営
特 別 委 員 会

委員会名 委員会の期間 答申の主な内容 その後の取り組み

　社協活動の基盤は会員からの会費収入です。平成27年度には、自治会町
会からの会費算定方法を見直し、負担の公平性と透明性を向上させました
が、会費収入は全体的には漸減傾向にあります。

イ．財政基盤

　「首都直下地震等による東京の被害想定」（平成24年4月東京都）を参考と
して、大災害発災時における大田社協の業務の継続と早期復旧に向けた「業
務継続計画（ＢＣＰ）」を策定し、必要な訓練等を行ってまいりました。

ウ．非常時における対応

表－4会員会費収入の推移

(ⅰ) 無料職業紹介事業や成年後見業務等の充実により、労働や法
　　律等他の分野の専門機関団体との協力関係が豊かになったこ
　　とで、住民から寄せられる相談に対応できる範囲が広がりました。
(ⅱ) 会費や寄附金、共同募金を活用して、居場所やサロン活動への
　　助成等を行ったことで、住民主体の地域活動の安定的な運営や
　　多様な活動の育成が進みました。
(ⅲ) 社協の事業・経営改革が、検討委員会を通じて専門的な知見
　　を持った住民等の意見が反映する形で、着実に進んでまいりま
　　した。
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8,000,000

7,000,000

6,000,000

5,000,000

4,000,000

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

個人正会員

個人特別会員

団体賛助会員

団体特別会員

施設会員

計

9.022,300 8,676,800 8,260,000 8,157,500 8,087,000
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　第5次計画の期間中は、広報紙やリーフレット、職員の名刺等にも印刷して、
普及を図っていきます。
【活用例】
○人を結び　地域で支えあう　第5次大田区地域福祉活動計画
○人を結び　地域で支えあう　社会福祉法人大田区社会福祉協議会

　ポイントは、「情報の共有と連携・協働」です。第4次地域福祉活動計画
での取り組みを通じて、様々な機関団体等とのパイプを作りましたので、そ
の中に質量ともに豊富な情報を行き交わせることで、より充実したネットワー
クへと高めていくことが求められます。

　　　　　 ▶▶▶ 社会福祉法人の新しい役割 ◀◀◀

　平成28年3月31日、社会福祉法が一部改正されました。この
改正法では、社会福祉法人に対して新しい役割を果たすことが期
待されています。
　これまで社会福祉法人は、「社会福祉事業を経営すること」が規
定されていましたが、これまでの役割に加えて、長年の活動の中で
蓄積されてきた知識や技術などを、地域福祉の向上のために地域
社会に還元していく活動に努める旨が盛り込まれています。

（１）第5次計画立案にあたっての前提条件
　　第5次計画の立案にあたり、次のような前提条件を設定しました。

（２）第5次計画の主旨
  　 大田社協が掲げる経営理念に基づき、本計画の基本とする考え方を「計
　　画の主旨」として、次のように定めました。

（３）第5次計画の目標
 　大田区地域福祉計画が掲げる基本目標（6Ｐ参照）を踏まえて、民間におけ
る地域活動の特性（柔軟性や先駆性）等を加味して、次の3つの目標を設定す
るとともに、併せて目標ごとに達成したい「5年後の姿」を明確にしました。

　4．第5次計画の基本的な考え方

多彩な支えあいのしくみをつくる

担い手を育てる

プラットフォーム化を進める

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

(ⅰ) 地域活動の主体は、自治会町会やボランティア、ＮＰＯ法人など
　　多様ですが、多くの活動体が活動資金や担い手の確保など、活
　　動を安定的に継続していく方策を模索しています。
(ⅱ) 虐待や引きこもり、悪質商法被害、貧困の問題など、福祉的対
　　応だけでは解決できないニーズに対して、他の分野の機関団体
　　等と課題を共有し、協力して取り組んでいくしくみが求められて
　　います。
(ⅲ) すべての社会福祉法人に対して、これからの時代に即した役割
　　を担うことが期待されており、大田社協においても「新しい事業
　　モデル」を構築することが課題です。

 
(ⅰ)大田区地域福祉計画との整合性を図る。
(ⅱ)経営理念に立脚した計画とし、その推進にあたっては住民との
　　連携を基本とする。
(ⅲ)第4次計画の成果と課題を踏まえ、計画の連続性に留意する。
(ⅳ)今後予想される法律や制度の改正等に対して、その方向性を見
　　据えた計画とする。

人を結び　地域で支えあう
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　第5次計画の期間中は、広報紙やリーフレット、職員の名刺等にも印刷して、
普及を図っていきます。
【活用例】
○人を結び　地域で支えあう　第5次大田区地域福祉活動計画
○人を結び　地域で支えあう　社会福祉法人大田区社会福祉協議会

　ポイントは、「情報の共有と連携・協働」です。第4次地域福祉活動計画
での取り組みを通じて、様々な機関団体等とのパイプを作りましたので、そ
の中に質量ともに豊富な情報を行き交わせることで、より充実したネットワー
クへと高めていくことが求められます。

　　　　　 ▶▶▶ 社会福祉法人の新しい役割 ◀◀◀

　平成28年3月31日、社会福祉法が一部改正されました。この
改正法では、社会福祉法人に対して新しい役割を果たすことが期
待されています。
　これまで社会福祉法人は、「社会福祉事業を経営すること」が規
定されていましたが、これまでの役割に加えて、長年の活動の中で
蓄積されてきた知識や技術などを、地域福祉の向上のために地域
社会に還元していく活動に努める旨が盛り込まれています。

（１）第5次計画立案にあたっての前提条件
　　第5次計画の立案にあたり、次のような前提条件を設定しました。

（２）第5次計画の主旨
  　 大田社協が掲げる経営理念に基づき、本計画の基本とする考え方を「計
　　画の主旨」として、次のように定めました。

（３）第5次計画の目標
 　大田区地域福祉計画が掲げる基本目標（6Ｐ参照）を踏まえて、民間におけ
る地域活動の特性（柔軟性や先駆性）等を加味して、次の3つの目標を設定す
るとともに、併せて目標ごとに達成したい「5年後の姿」を明確にしました。

　4．第5次計画の基本的な考え方

多彩な支えあいのしくみをつくる

担い手を育てる

プラットフォーム化を進める

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

(ⅰ) 地域活動の主体は、自治会町会やボランティア、ＮＰＯ法人など
　　多様ですが、多くの活動体が活動資金や担い手の確保など、活
　　動を安定的に継続していく方策を模索しています。
(ⅱ) 虐待や引きこもり、悪質商法被害、貧困の問題など、福祉的対
　　応だけでは解決できないニーズに対して、他の分野の機関団体
　　等と課題を共有し、協力して取り組んでいくしくみが求められて
　　います。
(ⅲ) すべての社会福祉法人に対して、これからの時代に即した役割
　　を担うことが期待されており、大田社協においても「新しい事業
　　モデル」を構築することが課題です。

 

（２）第5次計画の主旨
  大田社協が掲げる経営理念に基づき、本計画の基本とする考え方を「計
　　画の主旨」として、次のように定めました。

(ⅰ)大田区地域福祉計画との整合性を図る。
(ⅱ)経営理念に立脚した計画とし、その推進にあたっては住民との
　　連携を基本とする。
(ⅲ)第4次計画の成果と課題を踏まえ、計画の連続性に留意する。
(ⅳ)今後予想される法律や制度の改正等に対して、その方向性を見
　　据えた計画とする。

人を結び　地域で支えあう
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〔目標の趣旨〕
　支えあいを目的とした活動は、担い手、活動内容、活動形態、対象者
等が多様で柔軟性に富み、公的制度のはざまで生じる課題への対応が期
待できます。
　将来に向けて、それぞれの地域活動の主体性を尊重しつつ、網の目のよ
うに結んでいくことで、地域の中に重層的なネットワーク作りを進めます。
〔5年後の姿〕
　互助・共助・公助の調和が保たれ、住民は自分の生活状況に合わせ
たサービスの選択ができます。

　3つの目標を結びつける「リボン」の役割を果たすのは『情報』です。
その意味では、「Ⅲ　プラットフォーム化を進める」が、第5次計画の基
盤となります。
　大田社協は、住民に有用な情報の集積地であり、情報が活用され、
新しい価値を持った情報として還流してくる「情報の拠点（プラットフォ
ーム）」を構築することを目指します。

多彩な支えあいのしくみをつくるⅠ

〔目標の趣旨〕
　「事業は人なり」というように、企業活動はもとよりボランタリーな活
動も、安定した活動を支えていくのは「人」です。また、地域社会が将来
直面する課題について、若年層に対して学ぶ機会を提供することは、現
在の大人が果たすべき務めでもあります。
　子どもから大人まで、一人ひとりの住民が自分のライフステージや興味
関心に対応できるように、地域の中に多様な学びの場づくりを進めます。
〔5年後の姿〕
　互助・共助を支える人材育成のしくみが充実し、ライフステージに合
わせ参加できます。

担い手を育てるⅡ

〔目標の趣旨〕
　福祉サービス利用者や福祉活動従事者等が、自ら考え、より望ましい
方法などを選べることができるしくみを実現するため、大田社協は幅広
く情報を収集し、整理と分析を加えて複数の選択肢を提供できる相談活
動を進めます。
〔5年後の姿〕
　地域福祉活動等に関する情報が公開・共有され、新しい取り組みを生
み出すサイクルが整います。

プラットフォーム … 　元の意味は、「周辺よりも高くなった水平で平らな場所」を指す言葉です。
　　　　　　　　　　そこから派生して、「ものごとの基礎・基盤」という意味でも使われるよう
　　　　　　　　　　になっています。

　情報は「水」に例えられます。大地の栄養が染み込んだ水は、根から吸収され樹木や果実を育
み、葉から発散されて大地に還ります。「水の循環」が生命を支えるように、「情報の循環」で活力
ある地域福祉活動を支えます。

プラットフォーム化を進めるⅢ

計画の全体的なイメージ

イメージ図

プラットフォーム化

支
え
あ
い

人
材
育
成

情　報
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〔目標の趣旨〕
　支えあいを目的とした活動は、担い手、活動内容、活動形態、対象者
等が多様で柔軟性に富み、公的制度のはざまで生じる課題への対応が期
待できます。
　将来に向けて、それぞれの地域活動の主体性を尊重しつつ、網の目のよ
うに結んでいくことで、地域の中に重層的なネットワーク作りを進めます。
〔5年後の姿〕
　互助・共助・公助の調和が保たれ、住民は自分の生活状況に合わせ
たサービスの選択ができます。

　3つの目標を結びつける「リボン」の役割を果たすのは『情報』です。
その意味では、「Ⅲ　プラットフォーム化を進める」が、第5次計画の基
盤となります。
　大田社協は、住民に有用な情報の集積地であり、情報が活用され、
新しい価値を持った情報として還流してくる「情報の拠点（プラットフォ
ーム）」を構築することを目指します。

多彩な支えあいのしくみをつくるⅠ

〔目標の趣旨〕
　「事業は人なり」というように、企業活動はもとよりボランタリーな活
動も、安定した活動を支えていくのは「人」です。また、地域社会が将来
直面する課題について、若年層に対して学ぶ機会を提供することは、現
在の大人が果たすべき務めでもあります。
　子どもから大人まで、一人ひとりの住民が自分のライフステージや興味
関心に対応できるように、地域の中に多様な学びの場づくりを進めます。
〔5年後の姿〕
　互助・共助を支える人材育成のしくみが充実し、ライフステージに合
わせ参加できます。

担い手を育てるⅡ

〔目標の趣旨〕
　福祉サービス利用者や福祉活動従事者等が、自ら考え、より望ましい
方法などを選べることができるしくみを実現するため、大田社協は幅広
く情報を収集し、整理と分析を加えて複数の選択肢を提供できる相談活
動を進めます。
〔5年後の姿〕
　地域福祉活動等に関する情報が公開・共有され、新しい取り組みを生
み出すサイクルが整います。

プラットフォーム … 　元の意味は、「周辺よりも高くなった水平で平らな場所」を指す言葉です。
　　　　　　　　　　そこから派生して、「ものごとの基礎・基盤」という意味でも使われるよう
　　　　　　　　　　になっています。

　情報は「水」に例えられます。大地の栄養が染み込んだ水は、根から吸収され樹木や果実を育
み、葉から発散されて大地に還ります。「水の循環」が生命を支えるように、「情報の循環」で活力
ある地域福祉活動を支えます。

プラットフォーム化を進めるⅢ

計画の全体的なイメージ

イメージ図
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　「計画の主旨」のもとに、3つの目標（青地に白抜き）と、それぞれ3つずつ
テーマ（赤地に白抜き）を設定しました。また、　  の網かけ部分の事業は、
後述する重点事業です。
　目標ごとに設定したテーマの「ねらい」は、次の通りです。

≪新規≫は、第5次計画で新たに取り組む活動。

（４）第5次計画の体系について
　　第5次計画は、次のような体系となっています。

多彩な支えあいのしくみをつくるⅠ

個人の暮らしを支える1 福祉を学び、地域で生かす1 選択肢を増やす情報の提供1

地 域 を 結 ぶ2 福祉で学び、未来に生かす2 連 携 ・ 協 働 に 向 け た
情 報 の 共 有2

Ⅱ Ⅲ

(日常家事・軽度介護サービス)

(車いす無料貸出)

（1）介護職員初任者研修
（2）同行援護従業者養成研修
（3）介護者育成研修
（4）災害時支援者育成等研修
（5）社会貢献型後見人養成講
（6）手話講習会
（7）点訳講習会

（1）虹のサポートおおた
（2）ほほえみ訪問サービス
（3）車いす無料貸出事業
（4）車いすステーション事業
（5）生活困窮者食料支援事業
（6）補装具支給事業
（7）児童見守り激励事業
（8）法人後見活動等
（9）生活福祉資金貸付事業

（10）受験生チャレンジ支援貸付事業
（11）障害者総合支援事業

（1）福祉教育活動支援
（2）夏ボランティア活動体験事業
（3）福祉実習指導≪新規≫

（1）サロン活動支援
（2）「居場所(住民交流の拠点)」づくり
（3）民生委員児童委員活動支援事業
（4）心身障害者団体活動支援
（5）敬老の日祝品等贈呈事業
（6）区民活動団体助成事業
（7）ボランティア活動助成事業
（8）歳末たすけあい運動

（1）施設ボランティア担当者研修
（2）福祉法律セミナー
（3）中小事業所等合同研修≪新規≫

（1）おおたスマイルプロジェクト≪新規≫

（1）ボランティア・地域活動相談
　　  ①  需給調整・相談活動等
　　  ②  地域活動啓発セミナー等
（2）後見・虐待防止等権利擁護相談
　　  ①  福祉法律相談
　　  ②  無料法律相談会
　　  ③  窓口相談
（3）就労支援
　　  ①  求人求職相談
　　  ②  再就職支援セミナー
　　  ③  実務（職場）体験 ≪新規≫
　　  ④  面接会等
（4）広報紙(会報等)の発行
　　  ①  社協だより
　　  ②  ボランティアコミュニケーション
（5）ホームページ等の運営

（1）自治会町会との情報の共有
（2）民生委員・福祉関係団体等との
　　 情報の共有
　　  ①  民生委員児童委員協議会
　　  ②  障害者団体・シニアクラブ等
　　  ③  NPO法人・区民活動団体等
（3）福祉従事者・専門職団体等との
　　　情報の共有
　　  ①  社会福祉法人協議会≪新規≫
　　  ②  福祉職関係団体
　　  ③  企業・弁護士会等各種団体
（4）教育・消費者行政部門等との情
　　 報の共有

第５次大田区地域福祉活動計画　体系図
人を結び　地域で支えあう【計画の主旨】

　地域福祉活動等に関する情
報が公開・共有され、新しい取り
組みを生み出すサイクルが整
います。

❖ 5年後の姿 ❖
　互助･共助を支える人材育成
のしくみが充実し、ライフステ
ージに合わせ参加できます。

❖ 5年後の姿 ❖
　互助・共助・公助の調和が保
たれ、住民は自分の生活状況に
合わせたサービスの選択がで
きます。

❖ 5年後の姿 ❖

地域協働型連携事業の推進3 広く学び、現場で生かす3 プラットフォームを支える
情報の収集・分析3

※事業愛称：Via Nova（ウィアノア）

（1）地域担当制≪新規≫

Ⅰ 多彩な支えあいのしくみをつくる

Ⅱ 担い手を育てる

1 個人の暮らしを支える
　大田社協が事業の主体と
して、直接サービスを提供
し、支援を行います。

　本計画の重点事業として、
大田社協における新しい事
業モデルを構築します。

2 地域を結ぶ

3 地域協働型連携事業の推進

　ボランティアやＮＰＯ団体
等の取り組みに助成等を行
い、間接的にサービス利用
者等への支援を行います。

1 福祉を学び、地域で活かす

　主に社会人を対象として、
福祉を学ぶ機会を提供し、
地域活動への意識の啓発や
人材の育成を図ります。

　すでに福祉サービス事業
に従事している方に対して
現任研修の機会を提供し、
福祉人材の面からも地域福
祉の向上を図ります。

2 福祉で学び、未来に活かす

3 広く学び、現場で活かす

　主に小学生から大学生な
ど、「持続可能な福祉社会」
の担い手となる若者に、学
びの場を提供します。

担 い 手 を 育 て る プラットフォーム化を進める
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　「計画の主旨」のもとに、3つの目標（青地に白抜き）と、それぞれ3つずつ
テーマ（赤地に白抜き）を設定しました。また、　  の網かけ部分の事業は、
後述する重点事業です。
　目標ごとに設定したテーマの「ねらい」は、次の通りです。

≪新規≫は、第5次計画で新たに取り組む活動。

（４）第5次計画の体系について
　　第5次計画は、次のような体系となっています。

多彩な支えあいのしくみをつくるⅠ

個人の暮らしを支える1 福祉を学び、地域で生かす1 選択肢を増やす情報の提供1

地 域 を 結 ぶ2 福祉で学び、未来に生かす2 連 携 ・ 協 働 に 向 け た
情 報 の 共 有2

Ⅱ Ⅲ

(日常家事・軽度介護サービス)

(車いす無料貸出)

（1）介護職員初任者研修
（2）同行援護従業者養成研修
（3）介護者育成研修
（4）災害時支援者育成等研修
（5）社会貢献型後見人養成講
（6）手話講習会
（7）点訳講習会

（1）虹のサポートおおた
（2）ほほえみ訪問サービス
（3）車いす無料貸出事業
（4）車いすステーション事業
（5）生活困窮者食料支援事業
（6）補装具支給事業
（7）児童見守り激励事業
（8）法人後見活動等
（9）生活福祉資金貸付事業

（10）受験生チャレンジ支援貸付事業
（11）障害者総合支援事業

（1）福祉教育活動支援
（2）夏ボランティア活動体験事業
（3）福祉実習指導≪新規≫

（1）サロン活動支援
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（3）民生委員児童委員活動支援事業
（4）心身障害者団体活動支援
（5）敬老の日祝品等贈呈事業
（6）区民活動団体助成事業
（7）ボランティア活動助成事業
（8）歳末たすけあい運動

（1）施設ボランティア担当者研修
（2）福祉法律セミナー
（3）中小事業所等合同研修≪新規≫
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（2）後見・虐待防止等権利擁護相談
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（3）就労支援
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　　  ④  面接会等
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（5）ホームページ等の運営
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　　 情報の共有
　　  ①  民生委員児童委員協議会
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第５次大田区地域福祉活動計画　体系図
人を結び　地域で支えあう【計画の主旨】

　地域福祉活動等に関する情
報が公開・共有され、新しい取り
組みを生み出すサイクルが整
います。

❖ 5年後の姿 ❖
　互助･共助を支える人材育成
のしくみが充実し、ライフステ
ージに合わせ参加できます。

❖ 5年後の姿 ❖
　互助・共助・公助の調和が保
たれ、住民は自分の生活状況に
合わせたサービスの選択がで
きます。

❖ 5年後の姿 ❖

地域協働型連携事業の推進3 広く学び、現場で生かす3 プラットフォームを支える
情報の収集・分析3

※事業愛称：Via Nova（ウィアノア）

（1）地域担当制≪新規≫

Ⅰ 多彩な支えあいのしくみをつくる

Ⅱ 担い手を育てる

1 個人の暮らしを支える
　大田社協が事業の主体と
して、直接サービスを提供
し、支援を行います。

　本計画の重点事業として、
大田社協における新しい事
業モデルを構築します。

2 地域を結ぶ

3 地域協働型連携事業の推進

　ボランティアやＮＰＯ団体
等の取り組みに助成等を行
い、間接的にサービス利用
者等への支援を行います。

1 福祉を学び、地域で活かす

　主に社会人を対象として、
福祉を学ぶ機会を提供し、
地域活動への意識の啓発や
人材の育成を図ります。

　すでに福祉サービス事業
に従事している方に対して
現任研修の機会を提供し、
福祉人材の面からも地域福
祉の向上を図ります。

2 福祉で学び、未来に活かす

3 広く学び、現場で活かす

　主に小学生から大学生な
ど、「持続可能な福祉社会」
の担い手となる若者に、学
びの場を提供します。

担 い 手 を 育 て る プラットフォーム化を進める
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Ⅲ プラットフォーム化を進める

1 選択肢を増やす情報の提供

　大田社協の中核的な業務
である啓発普及や相談事業
を通じて、当事者の選択を
支援します。

　本計画の二つ目の重点事
業として、「地域担当制」を
導入し、地域の中で生じて
いる様々な福祉的課題につ
いて、情報の収集と分析を
行います。

2 連携・協働に向けた情報の
共有

3 プラットフォームを支える
情報の収集・分析

　関係機関・団体と協力し
て、ニーズの掘り起こしや
問題解決に向けたしくみ作
り等を推進します。

（５）重点事業について
①「重点事業」の定義
　第5次計画において、重点事業の定義を「新しいしくみとして、地域に根付
かせることを目的とした活動」としました。
　そして、「地域協働型連携事業」と「地域担当制」を重点事業としています。

②地域協働型連携事業《体系図　Ⅰ－３》
　大田社協が、公益的活動に取り組む団体と新しい地域活動を企画し、費用
負担や広報活動、連絡調整、進行管理等役割分担を定めて、実務的に協力し
ながら推進します（後援・助成事業は対象外とします）。
　この事業経費については、全体予算の中で優先枠を設定した上で、個別の
事業への充当額は会長が専決できるように、新しい規程等を整備します。
　なお、この新しい枠組みについて、住民に強く印象づける等広報的な効果
を目的として、ラテン語での表現を用いた愛称をつけました。 （６）第5次計画の進捗状況の管理・評価について

①大田区地域福祉活動計画推進委員会
　第5次計画は、大田社協の中に組織した「大田区地域福祉活動計画推進委
員会」が策定し、理事会において決定しました。
　今後委員会では、年度ごとに数回委員会を開催して、この計画の進捗状況
等について確認していきます。

③地域担当制《体系図　Ⅲ－３－（１）》
　大田社協の固有職員を、大田区の4地域福祉課が管轄するエリアごとにグ
ループ化し、当該エリア専属の担当とします。
　担当者は担当地域の福祉的課題の把握と、解決に向けた関係機関や団体
とのネットワーク作りに努めます。新しい取り組みやサービスの構築が必要
なときは、例えば「ウィア  ノア」の枠組みを活用して、モデル事業を展開し
ていくことなども考えられます。

V i a  N o v aV i a  N o v a
ウ ィ ア 　 　 　　ノ 　 　ア

【 「新しい道」という意味です。】

地域担当制イメージ図

個別の事案への対応
企画立案・進行管理
(ウィア ノア等 )

福祉的課題の把握
ネットワーク作り
各種連絡調整

事案対応の枠組み作り
事業資金の確保
その他連絡調整

地域社会

係・センター 地域担当
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である啓発普及や相談事業
を通じて、当事者の選択を
支援します。

　本計画の二つ目の重点事
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導入し、地域の中で生じて
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　この事業経費については、全体予算の中で優先枠を設定した上で、個別の
事業への充当額は会長が専決できるように、新しい規程等を整備します。
　なお、この新しい枠組みについて、住民に強く印象づける等広報的な効果
を目的として、ラテン語での表現を用いた愛称をつけました。 （６）第5次計画の進捗状況の管理・評価について

①大田区地域福祉活動計画推進委員会
　第5次計画は、大田社協の中に組織した「大田区地域福祉活動計画推進委
員会」が策定し、理事会において決定しました。
　今後委員会では、年度ごとに数回委員会を開催して、この計画の進捗状況
等について確認していきます。

③地域担当制《体系図　Ⅲ－３－（１）》
　大田社協の固有職員を、大田区の4地域福祉課が管轄するエリアごとにグ
ループ化し、当該エリア専属の担当とします。
　担当者は担当地域の福祉的課題の把握と、解決に向けた関係機関や団体
とのネットワーク作りに努めます。新しい取り組みやサービスの構築が必要
なときは、例えば「ウィア  ノア」の枠組みを活用して、モデル事業を展開し
ていくことなども考えられます。
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②事業評価の方法
　大田社協では、平成 27年度において、大田社協独自の事業評価モデルを
策定しました。この事業評価モデルを活用して、第 5次計画における取り組
み状況について評価を行い、その結果をホームページ等において公開していき
ます。

（７）中間の見直し等
　第5次計画の期間は、平成28年度から平成32年度までの5年間となって
います。しかし、本計画と連携する大田区地域福祉計画は、平成30年度が
最終年度となります。
　これまでの経過から考えると、平成30年度中には次期の「大田区地域福
祉計画」が発表されるものと思われます。
　このようなことから、第5次計画についても、平成30年度においては、着
実に計画の進捗を図りつつ、次の地域福祉計画に向けた大田区の動向にも目
を向けていく必要があります。
　展開によっては、平成31・32年度の取り組み方に、新しい地域福祉計画と
の調和等を図るための修正等が必要となることも考えられますので、平成30
年度において「中間の見直し」を行う予定です。

（８）第5次計画に盛り込んでいない事業等について
　要介護認定調査等、法令に基づく事務処理が求められ、かつ、事業主体で
ある大田社協の裁量の余地が著しく少ない事業は、この計画が住民活動計
画でもあることを考慮し除外しました。このような事業は、関係当局等と充
分に連絡を取りながら進めてまいります。
　また、会員増強や業務継続計画等、法人の経営等に関する取り組みは、必
要に応じて別途計画を立案する等により推進します。
　なお、体系図は平成27年度実施事業をベースにまとめていますので、今後
の計画の進捗状況に合わせて、事業の改廃や新規事業の組入れ等を行い、必
要に応じて体系図を修正していきます。

取り組み方

補 足 事 項
そ  の  他

体 系 図

事　業　名

事 業 概 要

　希望者に対して、大田社協に登録した協力者が、自宅を月２回程度訪問して
安否確認や福祉サービスについての情報提供を、無料で行う。
　サービスの対象は、区内在住で 65歳以上又は心身に障害のある方。大田社
協は、サービス利用申込みを受けて事前調査の上、協力者に訪問を依頼する。

　今後、高齢者世帯の増加が見込まれ、福祉的側面のみならず、防災・防犯の
面からもこのサービスの意義が高まることが予想されることから、利用者の拡
大とともに、協力者の充実にも努め、「支えあい」のための活動のひとつとして、
地域に定着させ拡げていくことを目指していく。

　サービス利用者や協力者の募集は、社協だよりやホームページ、チラシのほ
かに、福祉サービス事業者等の協力も得て、年間を通じて実施する。
　訪問は月２回程度とし、玄関先で５～10 分程度面談しながら、心身の状況
や悪質業者等不審人物の来訪、その他心配ごと等について確認する。
　訪問の結果は、協力員から報告を受けるものとし、その内容について、必要
に応じて関係機関・団体とも協力しながら対応する。

ほほえみ訪問サービス

28年度

推進

利用者　60名 利用者　70名 利用者　80名 利用者　90名 利用者　100名

29年度 30年度 31年度 32年度

Ⅰ－１－（２） 

　この章では、体系図に掲げた事業活動について、その概要や取り組みにあたって
の視点等について整理しました。表の見方は次の通りです。

〔　表　の　見　方　〕 

体系図での表示場所を記載
しています。

事業のおおまかな内容等を
説明しています。

事業の進め方について説明
しています。

事業の方向性や課題・改善点・大まかな
スケジュール等、計画の遂行あたり留意
しておく事項等について記載しています。

平成28年度 平成２9年度 平成30年度

現計画終了
新計画策定 新計画開始

５次計画開始 中間見直し ５次計画終了
６次計画策定

平成31年度 平成32年度

大 田 区
地域福祉計画

大田区地域
福祉活動計画

第3章　大田区地域福祉活動計画の内容
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年度ごとに、方向性と達成したい
数値目標等を記載しています。


